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１．局長 福本 富夫

２．局の職員数 1,158人（平成31年4月19日現在）

３．令和元年度予算の概要

（１）一般会計　歳入歳出予算 （単位：千円）

17 ６ 環境費

18

19

20

21

22

24

25

環境局の概要

3,365,787使用料及手数料

財産収入

県支出金

国庫支出金 486,036

歳入

22,400,312

金額款

歳出

22,400,312歳出合計8,994,677歳入合計

金額款

43,103

44,220

1,120

4,770

2,902,641

2,147,000市債

諸収入

繰入金

寄附金
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環境局

環境局

環境政策課

＜総務係＞
⑴　局及び課の庶務並びに局内の事務の連絡，調整及び改善に関すること。
⑵　局職員の人事に関すること（事業部事業管理課の所管に属するものを除
  　く。）。
⑶　局の予算の経理に関すること。
⑷　補助事業の申請，報告及び精算に関すること。
⑸　神戸市環境事業基金の管理に関すること。

＜計画係＞
⑴　神戸市環境保全審議会に関すること。
⑵　環境保全基本計画に関すること。
⑶　環境保全に係る基本的施策の調査及び企画に関すること。
⑷　一般廃棄物に関する基本計画（施設整備計画を含む。）の策定及び推進に
　　関すること。
⑸　廃棄物の処理の統計，調査，研究，企画及び改善に関すること。
⑹　災害廃棄物に係る計画及び調整に関すること。
⑺　家庭系一般廃棄物の指定袋制度に関すること。

＜企画推進係＞
⑴　家庭系一般廃棄物の２Ｒ（リデュース及びリユースをいう。）に関する事
　　業の企画，推進，広報及び啓発に関すること。
⑵　家庭系一般廃棄物のリサイクル制度についての統計，調査，企画，設計，
　　広報及び啓発に関すること。
⑶　資源の集団回収に関すること。
⑷　神戸市リサイクル工房に関すること。

＜地域環境政策係＞
⑴　神戸市ぽい捨て及び路上喫煙の防止に関する条例（平成20年３月条例第48
　　号）に関すること（須磨海水浴場及び海浜公園における過料の処分に係る
　　事務を除く。）。
⑵　美緑花神戸まちづくり（美化，緑化等を図る運動をいう。）及び環境美化
　　の推進（街頭ごみ容器の設置に係る事務を除く。）に関すること。
⑶　地球環境市民会議に関すること。
⑷　エコタウン（市民が主体となって環境にやさしいまちを形成していくこと
　　をいう。）の推進に関すること。
⑸　環境教育の企画及び推進に関すること。
⑹　学校教育との連携に関すること。
⑺　環境に関する情報の発信及び環境学習の支援に関すること（環境都市課の
　　所管に属するものを除く。）。
⑻　神戸市住居等における廃棄物その他の物の堆積による地域の不良な生活環
　　境の改善に関する条例（平成28年６月条例第８号）に関すること。
⑼　空家等対策の推進に関する特別措置法（平成26年法律第127号）及び神戸
　　市空家空地対策の推進に関する条例（平成28年６月条例第３号）に関する
　　こと（廃棄物及び物の堆積に係るものに限る。）。
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環境局

事業管理課

事業部

⑴　部，課及び施設課の庶務並びに部内の事務の連絡，調整及び改善に関する
　　こと。
⑵　局職員の安全衛生に関すること。
⑶　局職員の公傷病に関すること。
⑷　部職員の人事に関すること。
⑸　工事の施行手続に関すること。
⑹　一般廃棄物の搬入に係る手数料に関すること（徴収を除く。）。
⑺　局の所管に係る不動産及び施設（環境監視システム及び発生源監視システ
　　ムを除く。）の管理に関すること。
⑻　一般廃棄物の資源化に係る作業計画並びに連絡及び調整に関すること。
⑼　淡河環境センター及び資源リサイクルセンターに関すること（施設課の所
　　管に属するものを除く。）。
⑽　大阪湾広域臨海環境整備センターに関すること。
⑾　クリーンセンター及び埋立処分地の公害防止に関すること。
⑿　局の所管に係る施設に関する環境影響評価に関すること。
⒀　廃棄物の有効利用に係る技術に関すること。
⒁　埋立処分地の技術管理及び保全（土木技術に関するものに限る。）に関す
　　ること。
⒂　局の所管に係る土木工事の設計，調査，見積り，監督及び検査に関するこ
　　と。
⒃　埋立てに係る作業計画並びにこれに伴う布施畑環境センター及び淡河環境
　　センターとの連絡及び調整に関すること。

淡河環境センター（４）

資源リサイクルセンター（４）

業務課

⑴　課の庶務に関すること。
⑵　一般廃棄物の処理作業の計画及び指導に関すること。
⑶　処理作業に係る事業所，自動車管理事務所，クリーンセンター及び布施畑
　　環境センターとの連絡及び調整に関すること。
⑷　家庭系一般廃棄物の排出に係る指導に関すること。
⑸　家庭系一般廃棄物の分別の推進に関すること。
⑹　家庭系一般廃棄物の分別に係る広報及び啓発に関すること。
⑺　廃棄物の減量化及びリサイクルの推進に関すること（環境政策課企画推進
　　係及び事業系廃棄物対策部の所管に属するものを除く。）。
⑻　一般廃棄物（事業系し尿に限る。）の搬入に係る手数料に関すること。
⑼　一般廃棄物処理業（事業系し尿の収集又は運搬を業とするものに限る。）
　　の許可及び指導監督に関すること。
⑽　高松作業所に関すること。
⑾　開発行為等に伴う指導及び審査に関すること（ごみステーションその他の
　　廃棄物等の集積施設に係るものに限る。）。
⑿　廃棄物等の保管場所等の届出等に関すること。
⒀　市が設置する街頭ごみ容器の収集運搬等に関すること。
⒁　河川の環境の整備に関すること（兵庫県から受託している河川内の環境整
　　備に係る美化事業に限る。）。
⒂　市民トイレ等に関すること。
⒃　安全運転の推進及び運転事故の防止対策に関すること。
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環境局

妙賀山クリーン
センター（３）

施設課

⑴　局の所管に係る施設（環境監視システム及び発生源監視システムを除
　　く。）の建設，保全及び改良に係る計画並びに工事（土木工事を除く。）
　　の設計，監督及び検査に関すること。
⑵　一般廃棄物の焼却及び破砕に係る作業計画並びにクリーンセンター及び破
　　砕施設との連絡及び調整に関すること。
⑶　埋立処分地の技術管理及び保全（土木技術に関するものを除く。）に関す
　　ること。
⑷　一般廃棄物の処理技術に関すること。
⑸　妙賀山クリーンセンター，苅藻島クリーンセンター及び落合クリーンセン
　　ターに関すること。
⑹　処理施設の整備に係る事業所，自動車管理事務所，クリーンセンター，布
　　施畑環境センター，淡河環境センター及び資源リサイクルセンターとの連
　　絡及び調整に関すること。

⑴　妙賀山クリーンセンターの管理及び運営に関すること。
⑵　一般廃棄物の中継に関すること。
⑶　前２号に掲げる事務に付随する事務に関すること。

苅藻島クリーン
センター（３）

⑴　苅藻島クリーンセンターの管理及び運営に関すること。
⑵　一般廃棄物の中継に関すること。
⑶　一般廃棄物の搬入に係る手数料の徴収に関すること。
⑷　前各号に掲げる事務に付随する事務に関すること。

落合クリーン
センター（３）

⑴　落合クリーンセンターの管理及び運営に関すること。
⑵　一般廃棄物の中継に関すること。
⑶　一般廃棄物の搬入に係る手数料の徴収に関すること。
⑷　前各号に掲げる事務に付随する事務に関すること。

事業所（２）
東灘・灘・中央・兵庫・
北・長田・須磨・垂水・西

⑴　環境局事業所の庶務に関すること。
⑵　作業用機材及び労務に関すること。
⑶　自動車の配車の計画及び運行の管理に関すること。
⑷　安全衛生に関すること。
⑸　自動車事故に関すること。
⑹　環境整備事業及び家庭系一般廃棄物の排出に係る啓発指導に関すること。
⑺　市民の要望等の処理に関すること。
⑻　廃棄物の違法処理の監視に関すること。
⑼　所管の不動産及び施設の現場管理に関すること。
⑽　一般廃棄物（し尿を除く。）の処理に係る手数料の徴収に関すること。
⑾　家庭系一般廃棄物の収集及び運搬に関すること。
⑿　作業の実施に伴う計画，統計及び報告に関すること。
⒀　処理施設の管理に関すること。
⒁　前各号に掲げるもののほか，環境整備（溝に係るものを除く。）に関する
　　こと。
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環境局

自動車管理事務所
（２）

⑴　自動車管理事務所の庶務に関すること。
⑵　自動車管理事務所の安全衛生に関すること。
⑶　環境整備用自動車（以下自動車管理事務所において「自動車」という。）
　　の設計，改良及び調達に関すること。
⑷　自動車の整備及び検査に関すること。
⑸　機材，燃料，潤滑油等の調達，受払い及び管理に関すること。
⑹　機材の修理に関すること。
⑺　自動車の事故に関すること。
⑻　前各号に附随する事務に関すること。

クリーンセンター
（２）

東・港島・西

⑴　環境局事業所の庶務に関すること。
⑵　作業用機材及び労務に関すること。
⑶　自動車の配車の計画及び運行の管理に関すること。
⑷　安全衛生に関すること。
⑸　自動車事故に関すること。
⑹　環境整備事業及び家庭系一般廃棄物の排出に係る啓発指導に関すること。
⑺　市民の要望等の処理に関すること。
⑻　廃棄物の違法処理の監視に関すること。
⑼　所管の不動産及び施設の現場管理に関すること。
⑽　一般廃棄物（し尿を除く。）の処理に係る手数料の徴収に関すること。
⑾　家庭系一般廃棄物の収集及び運搬に関すること。
⑿　作業の実施に伴う計画，統計及び報告に関すること。
⒀　処理施設の管理に関すること。
⒁　前各号に掲げるもののほか，環境整備（溝に係るものを除く。）に関する
　　こと。

⑴　センターの庶務に関すること。
⑵　一般廃棄物の搬入に関すること。
⑶　一般廃棄物の埋立に関すること。
⑷　一般廃棄物の破砕に関すること。
⑸　センターの安全衛生に関すること。
⑹　所管の不動産及び施設の現場管理に関すること。
⑺　センター設備の小規模工事の設計監督に関すること。
⑻　最終処分地への搬入に係る手数料及び費用の徴収に関すること。
⑼　作業実施に伴う計画，統計及び報告に関すること。
⑽　前各号に附随する事務に関すること。

事業系廃棄物対策部

⑴　部の庶務に関すること。
⑵　一般廃棄物処理業（事業系し尿及び浄化槽に係る汚泥の収集又は運搬を業
    とするものを除く。）の許可及び指導監督に関すること。
⑶　作業管理体制の指導及び改善に関すること。
⑷　一般廃棄物処理施設の設置に係る許可並びに維持管理に係る規制及び監督
　　に関すること。
⑸　一般廃棄物の再生利用及び処理技術に関すること。
⑹　一般廃棄物（犬，猫等の死体，し尿及び家庭から排出される粗大ごみを除
　　く。）の収集又は運搬に係る手数料に関すること（当該手数料を徴収する
　　ことを除く。）。
⑺　事業系廃棄物の減量化及びリサイクルの企画及び推進に関すること。
⑻　事業用建築物における廃棄物の再利用等による減量の指導に関すること
　　（保管場所その他これに類するものに係るものを除く。）。
⑼　事業系一般廃棄物の排出に係る指導に関すること。
⑽　不法投棄の防止及び対策に関すること。
⑾　産業廃棄物等の不適正な処理の防止に関する条例（平成15年兵庫県条例第
　　23号）に関すること（環境保全部環境保全指導課水・土壌環境係の所管に
　　属するものを除く。）。
⑿　自社で排出する産業廃棄物の保管行為に係る規制及び指導に関すること。
⒀　産業廃棄物処理業者の指導及び育成に関すること。
⒁　産業廃棄物処理業の許可及び審査に関すること。
⒂　特別管理産業廃棄物の監視及び指導に関すること。
⒃　産業廃棄物処理施設の設置に係る許可及び審査に関すること。
⒄　産業廃棄物処理施設の維持管理に係る規制及び監督に関すること。
⒅　産業廃棄物の再生利用及び処理技術に関すること。
⒆　建設工事に係る資材の再資源化等に関すること（建築住宅局建築指導部建
　　築調整課建設リサイクル係の所管に属するものを除く。）。
⒇　ポリ塩化ビフェニル廃棄物の適正な処理の推進に関する特別措置法（平成
　　13年法律第65号）に関すること。
(21)  使用済自動車の再資源化等に関する法律（平成14年法律第87号）に関する
　　こと。
(22)　有害使用済機器の保管及び処分に関する審査及び指導に関すること。

⑴　クリーンセンターの庶務に関すること。
⑵　一般廃棄物の搬入に関すること。
⑶　一般廃棄物の焼却に関すること。
⑷　一般廃棄物の破砕に関すること（港島クリーンセンターに限る。）。
⑸　焼却灰の処分に関すること。
⑹　クリーンセンターの安全衛生に関すること。
⑺　所管の不動産及び施設の現場管理に関すること。
⑻　クリーンセンター設備の小規模工事の設計監督に関すること。
⑼　一般廃棄物の搬入に係る手数料の徴収に関すること。
⑽　作業実施に伴う計画，統計及び報告に関すること。
⑾　前各号に附随する事務に関すること。

布施畑環境
センター（２）
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環境局

⑴　部の庶務に関すること。
⑵　一般廃棄物処理業（事業系し尿及び浄化槽に係る汚泥の収集又は運搬を業
    とするものを除く。）の許可及び指導監督に関すること。
⑶　作業管理体制の指導及び改善に関すること。
⑷　一般廃棄物処理施設の設置に係る許可並びに維持管理に係る規制及び監督
　　に関すること。
⑸　一般廃棄物の再生利用及び処理技術に関すること。
⑹　一般廃棄物（犬，猫等の死体，し尿及び家庭から排出される粗大ごみを除
　　く。）の収集又は運搬に係る手数料に関すること（当該手数料を徴収する
　　ことを除く。）。
⑺　事業系廃棄物の減量化及びリサイクルの企画及び推進に関すること。
⑻　事業用建築物における廃棄物の再利用等による減量の指導に関すること
　　（保管場所その他これに類するものに係るものを除く。）。
⑼　事業系一般廃棄物の排出に係る指導に関すること。
⑽　不法投棄の防止及び対策に関すること。
⑾　産業廃棄物等の不適正な処理の防止に関する条例（平成15年兵庫県条例第
　　23号）に関すること（環境保全部環境保全指導課水・土壌環境係の所管に
　　属するものを除く。）。
⑿　自社で排出する産業廃棄物の保管行為に係る規制及び指導に関すること。
⒀　産業廃棄物処理業者の指導及び育成に関すること。
⒁　産業廃棄物処理業の許可及び審査に関すること。
⒂　特別管理産業廃棄物の監視及び指導に関すること。
⒃　産業廃棄物処理施設の設置に係る許可及び審査に関すること。
⒄　産業廃棄物処理施設の維持管理に係る規制及び監督に関すること。
⒅　産業廃棄物の再生利用及び処理技術に関すること。
⒆　建設工事に係る資材の再資源化等に関すること（建築住宅局建築指導部建
　　築調整課建設リサイクル係の所管に属するものを除く。）。
⒇　ポリ塩化ビフェニル廃棄物の適正な処理の推進に関する特別措置法（平成
　　13年法律第65号）に関すること。
(21)  使用済自動車の再資源化等に関する法律（平成14年法律第87号）に関する
　　こと。
(22)　有害使用済機器の保管及び処分に関する審査及び指導に関すること。

環境保全部

環境都市課

⑴　部及び課の庶務並びに部内の事務の連絡，調整及び改善に関すること。
⑵　環境に配慮した都市づくりに係る施策の企画及び推進に関すること。
⑶　地球温暖化の防止その他の地球環境問題に係る施策の企画及び推進に関す
　　ること。
⑷　省エネルギーに関する施策の企画及び推進に関すること。
⑸　再生可能エネルギーに関する施策の企画及び推進に関すること（企画調整
　　局産学連携ラボの所管に属するものを除く。）。
⑹　環境保全協定に関すること。
⑺　環境物品等の調達の推進等に係る施策の企画及び推進に関すること。
⑻　環境影響評価に関する制度の企画，運営及び啓発に関すること。
⑼　環境影響評価に関する制度に係る関係機関との連絡及び調整に関するこ
　　と。
⑽　神戸市環境影響評価等に関する条例（平成９年10月条例第29号）に関する
　　こと。
⑾　神戸市環境影響評価審査会に関すること。
⑿　環境影響評価に係る指導及び審査に関すること。
⒀　開発事業計画に係る自然環境保全に関する関係機関との連絡及び調整に関
　　すること。
⒁　生物多様性の保全に係る施策の企画及び推進並びに連絡及び調整に関する
　　こと。
⒂　神戸市生物多様性の保全に関する条例(平成29年10月条例第7号)に関する
　　こと。
⒃　環境監視システムの管理及び運営に関すること。
⒄　発生源監視システムの管理及び運営に関すること。
⒅　環境測定局等の運営に関すること。
⒆　公共用水域の監視及び調査に関すること。
⒇　大気汚染に係る基礎調査に関すること。
(21)　水質保全に係る基礎調査に関すること。
(22)　大気汚染予測及び緊急時広報に関すること。
(23)　有害化学物質に係る調査及び施策の推進に関すること。
(24)　ダイオキシン類対策特別措置法（平成11年法律第105号）に係る常時監視
　　に関すること。
(25)　環境監視結果の評価及び公表に関すること。
(26)　神戸市太陽光発電施設の適正な設置及び維持管理に関する条例（平成30
    年12月条例第14号）に関すること。
(27)　市民の水辺事業に関すること。
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環境局

環境保全指導課

⑴　部及び課の庶務並びに部内の事務の連絡，調整及び改善に関すること。
⑵　環境に配慮した都市づくりに係る施策の企画及び推進に関すること。
⑶　地球温暖化の防止その他の地球環境問題に係る施策の企画及び推進に関す
　　ること。
⑷　省エネルギーに関する施策の企画及び推進に関すること。
⑸　再生可能エネルギーに関する施策の企画及び推進に関すること（企画調整
　　局産学連携ラボの所管に属するものを除く。）。
⑹　環境保全協定に関すること。
⑺　環境物品等の調達の推進等に係る施策の企画及び推進に関すること。
⑻　環境影響評価に関する制度の企画，運営及び啓発に関すること。
⑼　環境影響評価に関する制度に係る関係機関との連絡及び調整に関するこ
　　と。
⑽　神戸市環境影響評価等に関する条例（平成９年10月条例第29号）に関する
　　こと。
⑾　神戸市環境影響評価審査会に関すること。
⑿　環境影響評価に係る指導及び審査に関すること。
⒀　開発事業計画に係る自然環境保全に関する関係機関との連絡及び調整に関
　　すること。
⒁　生物多様性の保全に係る施策の企画及び推進並びに連絡及び調整に関する
　　こと。
⒂　神戸市生物多様性の保全に関する条例(平成29年10月条例第7号)に関する
　　こと。
⒃　環境監視システムの管理及び運営に関すること。
⒄　発生源監視システムの管理及び運営に関すること。
⒅　環境測定局等の運営に関すること。
⒆　公共用水域の監視及び調査に関すること。
⒇　大気汚染に係る基礎調査に関すること。
(21)　水質保全に係る基礎調査に関すること。
(22)　大気汚染予測及び緊急時広報に関すること。
(23)　有害化学物質に係る調査及び施策の推進に関すること。
(24)　ダイオキシン類対策特別措置法（平成11年法律第105号）に係る常時監視
　　に関すること。
(25)　環境監視結果の評価及び公表に関すること。
(26)　神戸市太陽光発電施設の適正な設置及び維持管理に関する条例（平成30
    年12月条例第14号）に関すること。
(27)　市民の水辺事業に関すること。

＜大気環境係＞
⑴　課の庶務に関すること。
⑵　大気環境の保全に係る施策の企画及び推進に関すること。
⑶　大気汚染防止法（昭和43年法律第97号），悪臭防止法（昭和46年法律第91
　　号），騒音規制法（昭和43年法律第98号）及び振動規制法（昭和51年法律
　　第64号）に関すること（交通環境係の所管に属するものを除く。）。
⑷　環境の保全と創造に関する条例（平成７年兵庫県条例第28号）に係る大気
　　環境の保全に関すること。
⑸　大気汚染，悪臭，騒音及び振動の防止技術の調査及び研究に関すること
　　（交通環境係の所管に属するものを除く。）。
⑹　大気汚染，悪臭，騒音及び振動に係る環境影響評価の技術手法の調査及び
　　研究に関すること。
⑺　開発行為等に伴う指導及び審査（環境保全に係るものに限る。）に関する
　　こと（環境都市課並びに交通環境係及び水・土壌環境係の所管に属するも
　　のを除く。）。
⑻　特定工場における公害防止組織の整備に関する法律（昭和46年法律第107
　　号）の規定に基づく届出に関すること。
⑼　公害等調整委員会事務局との連絡及び調整に関すること。
⑽　ダイオキシン類対策特別措置法に関すること（環境都市課及び水・土壌環
　　境係の所管に属するものを除く。）。
⑾　神戸市光化学スモッグ健康被害者認定審査会に関すること。
⑿　特定化学物質の環境への排出量の把握等及び管理の改善の促進に関する法
　　律（平成11年法律第86号）の規定に基づく届出制度の運営及び啓発に関す
　　ること。

＜交通環境係＞
⑴　交通環境（交通に起因する大気汚染，悪臭，騒音，振動その他の事象に関
　　わる環境をいう。以下同じ。）の保全に係る施策の企画及び推進に関する
　　こと。
⑵　大気汚染防止法，騒音規制法及び振動規制法に関すること（大気環境係の
　　所管に属するものを除く。）。
⑶　環境の保全と創造に関する条例に関すること（交通環境の保全に係るもの
　　に限る。）。
⑷　交通環境の保全技術の調査及び研究に関すること。
⑸　交通環境に係る環境影響評価の技術手法の調査及び研究に関すること。
⑹　開発行為等に伴う指導及び審査に関すること（交通環境の保全に係るもの
　　に限る。）。
⑺　神戸市民の健康の保持及び良好な生活環境の確保のための自動車の運行等
　　に関する条例（平成14年４月条例第８号）に関すること（建築住宅局建築
　　指導部建築安全課指導係の所管に属するものを除く。）。

＜水・土壌環境係＞
⑴　水環境の保全に係る施策の企画及び推進に関すること。
⑵　水質汚濁防止法（昭和45年法律第138号）に関すること。
⑶　環境の保全と創造に関する条例に関すること（水環境の保全に係るものに
　　限る。）。
⑷　浄化槽法（昭和58年法律第43号）に関すること（建築住宅局建築指導部建
　　築安全課建築安全係の所管に属するものを除く。）。
⑸　浄化槽保守点検業者の登録並びに一般廃棄物処理業（浄化槽に係る汚泥の
　　収集又は運搬を業とするものに限る。）の許可及び指導監督に関するこ
　　と。
⑹　生活排水に係る施策の推進に関すること。
⑺　瀬戸内海環境保全特別措置法（昭和48年法律第110号）に関すること。
⑻　地下水の水質の監視及び調査に関すること。
⑼　海水浴場の水質保全に関すること。
⑽　水質等に係る環境影響評価の技術手法の調査及び研究に関すること。
⑾　土壌汚染対策法（平成14年法律第53号）に関すること。
⑿　ダイオキシン類対策特別措置法に係る排出水及び土壌汚染に関すること。
⒀　産業廃棄物等の不適正な処理の防止に関する条例に係る土壌汚染に関する
　　こと。
⒁　開発行為等に伴う指導及び審査に関すること（水環境又は土壌環境の保全
　　に係るものに限る。）。
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環境局

＜大気環境係＞
⑴　課の庶務に関すること。
⑵　大気環境の保全に係る施策の企画及び推進に関すること。
⑶　大気汚染防止法（昭和43年法律第97号），悪臭防止法（昭和46年法律第91
　　号），騒音規制法（昭和43年法律第98号）及び振動規制法（昭和51年法律
　　第64号）に関すること（交通環境係の所管に属するものを除く。）。
⑷　環境の保全と創造に関する条例（平成７年兵庫県条例第28号）に係る大気
　　環境の保全に関すること。
⑸　大気汚染，悪臭，騒音及び振動の防止技術の調査及び研究に関すること
　　（交通環境係の所管に属するものを除く。）。
⑹　大気汚染，悪臭，騒音及び振動に係る環境影響評価の技術手法の調査及び
　　研究に関すること。
⑺　開発行為等に伴う指導及び審査（環境保全に係るものに限る。）に関する
　　こと（環境都市課並びに交通環境係及び水・土壌環境係の所管に属するも
　　のを除く。）。
⑻　特定工場における公害防止組織の整備に関する法律（昭和46年法律第107
　　号）の規定に基づく届出に関すること。
⑼　公害等調整委員会事務局との連絡及び調整に関すること。
⑽　ダイオキシン類対策特別措置法に関すること（環境都市課及び水・土壌環
　　境係の所管に属するものを除く。）。
⑾　神戸市光化学スモッグ健康被害者認定審査会に関すること。
⑿　特定化学物質の環境への排出量の把握等及び管理の改善の促進に関する法
　　律（平成11年法律第86号）の規定に基づく届出制度の運営及び啓発に関す
　　ること。

＜交通環境係＞
⑴　交通環境（交通に起因する大気汚染，悪臭，騒音，振動その他の事象に関
　　わる環境をいう。以下同じ。）の保全に係る施策の企画及び推進に関する
　　こと。
⑵　大気汚染防止法，騒音規制法及び振動規制法に関すること（大気環境係の
　　所管に属するものを除く。）。
⑶　環境の保全と創造に関する条例に関すること（交通環境の保全に係るもの
　　に限る。）。
⑷　交通環境の保全技術の調査及び研究に関すること。
⑸　交通環境に係る環境影響評価の技術手法の調査及び研究に関すること。
⑹　開発行為等に伴う指導及び審査に関すること（交通環境の保全に係るもの
　　に限る。）。
⑺　神戸市民の健康の保持及び良好な生活環境の確保のための自動車の運行等
　　に関する条例（平成14年４月条例第８号）に関すること（建築住宅局建築
　　指導部建築安全課指導係の所管に属するものを除く。）。

＜水・土壌環境係＞
⑴　水環境の保全に係る施策の企画及び推進に関すること。
⑵　水質汚濁防止法（昭和45年法律第138号）に関すること。
⑶　環境の保全と創造に関する条例に関すること（水環境の保全に係るものに
　　限る。）。
⑷　浄化槽法（昭和58年法律第43号）に関すること（建築住宅局建築指導部建
　　築安全課建築安全係の所管に属するものを除く。）。
⑸　浄化槽保守点検業者の登録並びに一般廃棄物処理業（浄化槽に係る汚泥の
　　収集又は運搬を業とするものに限る。）の許可及び指導監督に関するこ
　　と。
⑹　生活排水に係る施策の推進に関すること。
⑺　瀬戸内海環境保全特別措置法（昭和48年法律第110号）に関すること。
⑻　地下水の水質の監視及び調査に関すること。
⑼　海水浴場の水質保全に関すること。
⑽　水質等に係る環境影響評価の技術手法の調査及び研究に関すること。
⑾　土壌汚染対策法（平成14年法律第53号）に関すること。
⑿　ダイオキシン類対策特別措置法に係る排出水及び土壌汚染に関すること。
⒀　産業廃棄物等の不適正な処理の防止に関する条例に係る土壌汚染に関する
　　こと。
⒁　開発行為等に伴う指導及び審査に関すること（水環境又は土壌環境の保全
　　に係るものに限る。）。
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Ⅲ 令和元年度 主要事業の概要 

 

１ 総   括 

 

本市は、全国に先駆けた昭和 47 年の「人間環境都市宣言」以来、環境問題を市政

の重点施策のひとつとして取り組んでおり、地球温暖化対策をはじめとする持続可能

な社会の実現に向け、先駆的な環境技術や水素など多様なエネルギーの活用、省エネ

ルギーの推進、ごみの減量や資源化、神戸の豊かな自然環境や健全で快適な都市環境

の保全などに取り組んできた。 

令和元年度予算では、人口減少・超高齢社会の進展やライフスタイルの多様化、在

住外国人の増加やＩＣＴ技術の進化など時代の変化に対応しつつ、市民・事業者・行

政などすべての主体の協働と参画をさらに進め、「自然と太陽のめぐみを未来につな

ぐまち・神戸」として、「二酸化炭素の排出が少ないくらしと社会」、「資源を有効活

用し、ごみができるだけ発生しないくらしと社会」、「生物が多様で豊かなくらしと社

会」、「安全・安心で快適な生活環境のあるくらしと社会」の実現に取り組んでいく。 

そして、これらの取り組みの積み重ねにより、「環境貢献都市ＫＯＢＥ」として環

境問題の解決に先導的な役割を果たしつつ、選ばれる都市の実現に取り組んでいく。 

 

２ 主要事業の概要 

 

（1）再生可能エネルギー導入促進など地球温暖化防止施策の推進 

 ○地産地消再生可能エネルギー導入促進事業（環境都市課） 

地産地消の再生可能エネルギーの導入により、温室効果ガスの削減につなげると

ともに、停電を伴う災害時の非常電源として活用することで地域防災力の強化をは

かるため、福祉避難所に指定されている民間福祉施設が、太陽光発電と蓄電池を組

み合わせた自立分散型エネルギー設備を導入する場合に、導入経費の一部に対する

補助を引き続き行う（上限 200 万円・２件）。 

 

○家庭用蓄電池普及事業（環境都市課） 

令和元年度以降、固定価格買取制度（ＦＩＴ制度）の買取期間（10 年間）が順次

終了していくことから、売電から自家消費への切り替えを促し、太陽光発電システ

ムの継続利用と普及促進をはかるため、住宅用太陽光発電システムと接続する家庭

用蓄電池を導入する場合に、導入経費の一部に対する補助を引き続き行う（１kWh

につき２万円、上限 10 万円・100 件）。 
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「イイことぐるぐる」 

○みんなで進めるエコなまちづくり事業（環境都市課） 

省エネや環境関連施設での学習等のエ

コアクションを実践・報告していただい

た市民に対して、協賛・広告収入をもと

にポイントで還元するスマートフォンア

プリ「イイことぐるぐる」（平成 31 年２

月配信開始）を本格運用することにより、

市民の環境行動をさらに促進し、家庭部

門の温室効果ガス排出量や廃棄物の削減

等をはかる。 

 

 

○次世代自動車普及促進事業（環境保全指導課） 

燃料電池自動車（ＦＣＶ）など、次世代自動車の普及を促進するため、民間事業

者に対し、県と協調して導入経費の一部に対する補助を引き続き行う。また、補助

制度に加え、燃料電池自動車等の公用車を活用した試乗会等の環境啓発イベントの

開催や、展示会への参加を通じ、市民への次世代自動車の普及促進をはかる。 

 

○家庭用燃料電池（エネファーム）普及事業（環境都市課） 

家庭部門でのエネルギー利用の効率化を進めるため、都市ガス等から取り出した

水素と空気中の酸素との化学反応により発電しながら排熱を給湯に有効利用する、

コージェネレーション（熱電併給）システムである家庭用燃料電池（エネファーム）

について、引き続き導入経費の一部に対する補助を引き続き行う（上限４万円・

1,200 件）。 

 

○異常高温対策（環境都市課） 

近年の異常高温に適応していくためには、市民が身近にできる取り組みの輪を広

げていくことが大切であることから、「家族で打ち水大作戦」として、夏休みに楽

しみながら打ち水に取り組む親子を募集し、取り組みの様子を報告いただき、ホー

ムページに掲載することで、打ち水の普及啓発を行う。 

また、駅等での集中キャンペーンによる普及啓発や、地域団体や商店街等にのぼ

り等を配布することによる取り組み支援もあわせて行う。 

 

（2）時代の変化に対応したごみ出しの取り組みの推進 

人口減少・超高齢社会の進展やライフスタイルの多様化、国の法令等、時代の変

化に対応した持続可能なごみ出しの取り組みを推進する。 

各種取り組みについて平成 30 年度から順次具体化しており、令和元年度以降に

実施を予定している取り組みについても、着実に取り組みを進めていく。 
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○クリーンステーション管理（業務課、環境政策課） 

地域によるクリーンステーション管理が継続できるよう、地域との連携を強化し、

地域の状況に応じた側面的支援を推進する。 

＜具体的な取り組み＞ 

 項目 内容 実施予定年度 

１ 対象を絞った情報発

信の充実 

（業務課、環境政策

課） 

・外国人や若年単身者等を対象に

した情報発信 

平成30年度～ 

２ カラス対策の強化 

（業務課） 

・カラス対策ネットの支給あああ 

・カラス対策マニュアルによる啓  

 発 

平成30年度～ 

３ 排出指導の強化 

（業務課） 

・クリーンステーション情報に基

づく立ち番や開封調査等によ

る直接的な排出指導の推進 

平成30年度～ 

４ ごみ収集時における

支援の強化（ア） 

（業務課） 

・収集時間帯のお知らせ 

・収集職員による簡易清掃及び簡

易なネットの片づけ 

令和元年度～ 

５ 管理に携わる人の育

成支援 

（業務課） 

・優良クリーンステーション顕彰

制度の充実 

・個人を対象とした表彰制度の創  

 設 

平成30年度～ 

（ア）ごみ収集時における支援の強化（業務課） 

クリーンステーション管理者の負担軽減を目的に、希望する管理者に対して、

燃えるごみの収集時間帯の目安をお知らせする。また、収集職員が状況に応じて

クリーンステーションの簡易清掃及び簡易なネットの片づけを行う。 
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○ごみ出し支援（環境政策課、業務課） 

神戸市のごみ収集体制を活用した支援を拡大するとともに、ＮＰＯ等の民間事業

者との連携を強化し、一体となって、ごみ出しが困難な方の支援を行う。 

＜具体的な取り組み＞ 

 項目 内容 実施予定年度 

１ 高齢者・障がい者へ

の支援（イ） 

（環境政策課、業務

課） 

・生活支援サービスを提供する民

間事業者との連携［共助の拡

大］ 

令和元年度～ 

・要件緩和によるひまわり収集の

拡大［公助の拡大］ 

（緩和後の要件） 

高齢者 ：65 歳以上のひとり暮

らしで、要介護１以上

の者 

障がい者：障がいを持ち、ひとり

暮らしで、障害支援区

分１以上の者 

その他 ：要件を満たさないが、

要支援認定者等で必

要と認める者 

令和２年度～ 

２ 大型ごみの宅内から

の持ち出し支援 

（環境政策課） 

・持ち出しが難しい世帯を対象に

した、利用世帯の費用負担によ

る持ち出し支援の実施 

令和３年度～ 

３ 時間どおりにごみ出

しできない方への支

援（ウ） 

（環境政策課） 

・夜勤のため、決められた曜日・

時間にごみ出しできない人を

対象にした、環境局事業所及び

クリーンセンターにおけるご

みの排出拠点の設置 

令和元年度～ 

（イ）高齢者・障がい者への支援（環境政策課） 

令和元年度は、生活支援サービスを提供する事業者等の調査や紹介、事業者の

存在しない地域でのごみ出し支援の仕組みづくりの検討等、共助によるごみ出し

支援を拡大する。 

また、ひまわり収集については、令和元年度に制度周知等の準備を進め、令和

２年度に要件を緩和し、公助によるごみ出し支援を拡大する。 
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（ウ）時間どおりにごみ出しできない方への支援（環境政策課） 

単身の夜間勤務者で、決められた曜日、時間にクリーンステーションにごみ出

しができない人を対象に、事業所には「燃えるごみ」「燃えないごみ」「カセット

ボンベ・スプレー缶」「缶・びん・ペットボトル」「容器包装プラスチック」、クリ

ーンセンターには「燃えるごみ」の排出拠点を設ける。 

 

○新たな排出ルール・仕組みづくり（環境政策課） 

＜具体的な取り組み＞ 

 項目 内容 実施予定年度 

１ ガラスびん ・月１～２回程度、単独排出ああ 

・資源集団回収による排出機会の

拡大 

令和２年度～ 

一部試行 

令和４年度～ 

全市展開 

２ カセットボンベ・ス

プレー缶（エ） 

・中身を使い切り、穴をあけずに

月２回、単独排出 

令和２年度～ 

３ 水銀廃製品（オ） ・水銀体温計、水銀温度計、水銀

血圧計の薬局等における店頭

回収（期間限定） 

・排出見込み減少後は環境局事業

所で回収 

平成 28年度～ 

・蛍光管販売店等における店頭回

収 

令和２年度～ 

４ 有害廃棄物（廃油・

園芸農薬・薬品等） 

・ハンドブックによる正しい出し

方と相談先等の紹介 

平成 29年度～ 

（エ）カセットボンベ・スプレー缶（環境政策課） 

全国的にカセットボンベ・スプレー缶の穴あけ時の発火事故が後を絶たないこ

とから、市民の安全確保のため、令和２年度より、中身を全て使い切った上で、

穴をあけずに月２回、クリーンステーションへ排出する方法へルール変更する。 

また少量のカセットボンベ・スプレー缶を出しやすくするため、指定袋以外の

中身の見える透明袋や半透明袋でも排出できるように変更する予定。令和元年度

は、モデル調査の実施や制度周知等の準備を進める。 

 

（オ）水銀廃製品（環境政策課） 

水銀の適正処理のため、令和２年度より、蛍光管はクリーンステーションでの

収集から、買い替えのタイミング等に排出してもらえるように家電量販店やホー

ムセンター、電器店等の蛍光管販売店等での店頭回収へ変更する。令和元年度は

制度周知等の準備を進める。また、水銀含有量の多い水銀体温計、温度計、血圧

計については、神戸市薬剤師会会員薬局等での店頭回収を引き続き実施する。 
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（3）「ＫＯＢＥ ストップ the 食品ロス」運動（環境政策課、事業系廃棄物対策

部） 

平成 30 年５月に有識者会議によってまとめら

れた「食品ロス削減に向けたアクションメニュ

ー」を基に、市民や民間事業者、ＮＰＯと連携し

て食品ロス削減に取り組みやすい仕組みづくり

を行う。 

また、民間事業者と連携し、小売店舗等におい

てフードドライブ等を活用した啓発キャンペー

ンの実施や、食品ロス削減協力店制度の拡大を推

進する。 

 

（4）資源集団回収活動の支援（環境政策課） 

市民・地域団体主体のリサイクル活動の促進をはかるため、古紙などの資源集団

回収を実施している約 2,800 団体に対する助成を引き続き行うとともに、資源集団

回収への出しやすさの改善のため、常設保管庫の設置助成を継続して行う（上限 20

万円・５箇所）。 

また、助成金のインセンティブによる拠点回収方式から各戸回収方式への誘導の

モデル実施や、資源集団回収未実施地域への回収の働きかけを引き続き行うととも

に、雑がみの排出促進のための「雑がみ袋」の配布等を行い、燃えるごみの減量と

回収量の増加をはかる。 

 

（5）西クリーンセンター延命化事業（施設課） 

稼動後 24 年が経過する西クリーンセンターについて、通常 25 年間程度の稼動期

間を 15 年間延長して約 40 年の稼動を目指し、長寿命化計画に基づいて焼却施設の

焼却ガス冷却設備、排ガス処理設備等を部分更新する延命化工事を行う（平成 30

年度～令和３年度）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

フードドライブの様子 
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ニホンイシガメの保全 

（6）生物多様性保全活動の推進（環境都市課） 

平成 30 年６月に全面施行した「神戸市生物

多様性の保全に関する条例」に基づき、希少野

生動植物種の保全、外来種による生態系等に係

る被害の防止など、自然共生社会の実現に向け

た施策を推進する。 

令和元年度は、ニホンイシガメの保全団体と

の連携強化や農業政策と環境政策を融合させ

た施策等にも取組み、市民等による生物多様性

の保全の取り組みを推進する。また、生態系や農作物被害、人身被害が発生するお

それがあるニホンジカについて、ＩＣＴ機器を活用したより詳細な生息状況調査を

行い、効果的・効率的な進入・定着防止策を検討する。 

 

（7）太陽光発電施設の適正な設置および維持管理の確保（環境都市課） 

平成 30 年 12 月に制定した「神戸市太陽光発電施設の適正な設置及び維持管理に

関する条例」に基づき、太陽光発電施設の設置および維持管理を適正に行うことで、

施設の安全性・信頼性を高めるとともに、自然環境および生活環境の保全をはかる。 

新規に太陽光発電施設の設置を検討している事業者に対しては、設置に係る許可

および届出制度を創設し、施設基準の適合性を審査するとともに、既に太陽光発電

施設を設置している事業者に対しても、維持管理状況および撤去費用の積立状況等

を毎年報告徴収する制度を創設することで、良好な環境や安全な市民生活の確保を

目指す。 
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